
宮崎県高圧ガス容器管理指針 

 

１ 目的 

この指針は、高圧ガス保安法（昭和２６年６月７日法律第２０４号、以下「高

圧法」という。）に基づく高圧ガスを取り扱う事業者、一般消費者及び関係機

関が、高圧法を遵守することはもとより、自主保安活動による高圧ガス容器の

管理徹底を図るために、放置容器の発生防止及び措置を定めることで、高圧ガ

ス容器による災害の発生を防止することを目的とする。 

 

２ 適用範囲 

この指針は、高圧ガス容器（高圧法第４１条に規定する容器であって車両に

固定されたものを除く。以下同じ。）を使用して高圧ガスの製造、貯蔵、販売、

移動、消費、廃棄その他の取扱いを行う者について適用する。 

なお、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和４２

年１２月２８日法律第１４９号、以下「液化石油ガス法」という。）に基づく

販売も含むものとする。 

 

３ 用語の定義 

この指針の用語については、高圧法及び液化石油ガス法（以下「高圧法等」

という。）に定めるもののほか、以下のとおりとする。 

（１）供給事業者 

高圧ガスの製造、貯蔵及び販売の事業を行う者をいう。 

（２）消費事業者 

高圧ガス容器に充てんされた高圧ガスを消費して事業を行う者をいい、

液化石油ガス法に規定する一般消費者等のうち、液化石油ガスを燃料とし

て生活の用に供する一般消費者を除く。 

（３）一般消費者 

高圧ガス容器に充てんされた高圧ガスを消費する（２）以外の者をいう。 

（４）関係機関 

一般社団法人宮崎県ＬＰガス協会、九州地区高圧ガス防災協議会宮崎県

支部、宮崎県一般高圧ガス保安協会、宮崎県高圧ガス流通保安協会、宮崎県

冷凍保安協議会及び九州高圧ガス容器管理委員会宮崎県支部をいう。 

（５）放置容器 

現に所有者又は使用者が管理していない状態にある高圧ガス容器をいう。 

（６）不明容器 



刻印、表示等が判読できない等の理由により所有者及び高圧ガスの種類

を確認することができない高圧ガス容器をいう。 

 

４ 供給事業者がとるべき措置 

（１）高圧ガス容器の所在管理 

高圧ガス容器の受入れ及び引渡し先を明確にした容器管理台帳を備え、

自社の取り扱う容器の所在管理を徹底すること。 

（２）消費事業者への周知等による情報提供 

消費事業者が高圧ガスを安全に消費できるように、高圧法等で定める周

知や安全データシートの配布を含め、高圧ガスの消費に関する適切な情報

を提供すること。 

（３）消費事業者への助言 

消費事業者の消費場所、消費の方法、ガスの種類ごとの使用の方法等を把

握し、それぞれの消費事業者に応じた安全確保のための助言を行うこと。 

また、必要に応じ、消費事業者と設備の維持管理責任や費用分担等の高圧

ガスの消費に関する申合せを行うこと。 

（４）高圧ガス容器の貸与 

高圧ガスを、高圧ガス容器を用いて販売する場合は、原則として高圧ガス

容器は貸与することとし、消費事業者にその旨を周知すること。 

なお、やむを得ず高圧ガス容器を販売する場合は、耐圧期限の厳守や腐食

の危険性等高圧ガス容器の長期取扱いに関する保安管理について周知の徹

底を図ること。 

（５）高圧ガス容器所有者の識別表示 

高圧ガス容器には、高圧法に定める刻印、表示等と合わせて、容器の所有

者名を明示することにより、所有者を明確に識別できるようにすること。 

（６）長期滞留の禁止 

高圧ガスの使用状況に関わらず、原則として、貸与した高圧ガス容器は、

引き渡し後１年以上継続して消費先に留置しないこと。 

なお、一般消費者に供給する高圧ガス容器（液化石油ガスに係るものに限

る）であって、やむを得ず１年以上継続して消費先に留置する場合は、２ヶ

月に１回以上の頻度で腐食の有無について点検し、記録すること。 

（７）不要な高圧ガス容器の回収 

不要な高圧ガス容器は、速やかに回収すること。 

なお、自社取扱い以外の高圧ガス容器であっても、消費事業者及び一般消

費者から回収依頼があった場合は、高圧ガス容器の状態等を十分確認した

うえで回収すること。この場合、回収した自社取扱い以外の高圧ガス容器は、



可能な限り所有者に返却する措置をとり、返却ができない場合は、関係機

関又は宮崎県消防保安課へ連絡すること。 

（８）放置容器及び不明容器の発見時の措置 

放置容器及び不明容器を発見した場合又は消費事業者及び一般消費者か

らこれらを発見した旨の通報を受けた場合は、必要に応じて回収するなど

適切な措置を講じ、残置しないこと。 

（９）高圧ガス容器の廃棄 

高圧ガス容器の廃棄は、容器検査所等の残ガス回収及びくず化のための

設備を有する施設で行うこと。特に、液化石油ガスバルク貯槽にあっては、

バルク貯槽の告示検査等に関する基準（ＫＨＫＳ ０７４５（２０１７））、

付属機器等の告示検査に関する基準（ＫＨＫＳ ０７４６（２０１７））、バ

ルク貯槽及び付機器等の告示検査前作業に関する基準（ＫＨＫＳ ０８４

１（２０１７））及びＬＰガスバルク貯槽移送基準（ＫＨＫＳ ０８４０（２

０１６））を遵守すること。 

（１０）保安教育 

高圧ガスを取り扱う従業者に対して、年に１回以上高圧ガスの保安に関

する教育（リスクアセスメントを含む）を実施すること。 

（１１）講習会への参加 

関係機関が開催する講習会等を積極的に受講し、最新の保安情報を入手

すること。 

（１２）緊急時の連絡体制 

危険時及び事故発生時に高圧法第６３条に基づき関係機関へ速やかに通

報を行うことができる連絡体制を整備し、連絡表を見やすい場所に掲示す

るとともに、従業者へ配布するなど周知を徹底すること。 

 

５ 消費事業者等がとるべき措置 

（１）長期保管の禁止 

消費事業者及び一般消費者は、使用済み又は使用見込みがなくなった高

圧ガス容器は、速やかに供給事業者へ返却し、自己所有容器にあっては、供

給事業者へ回収を依頼し、適切な処置を行うこと。また、使用中の高圧ガス

容器にあっては、原則として１年以上留置しないこと。 

（２）高圧ガスに関する申合せ 

消費事業者は、供給事業者との高圧ガスの消費に関する申合せ事項を遵

守すること。 

（３）管理責任者の選任等 

消費事業者は、事業所ごとに高圧ガス容器の管理責任者を選任すること。 



また、管理責任者は作業開始時及び作業終了時など、定期的に高圧ガス容

器の管理状況を確認すること。 

（４）管理台帳の作成 

消費事業者は、高圧ガス容器の管理台帳を作成し、受払状況及び所在を常

に把握すること。 

（５）保安教育 

消費事業者は、関係機関が開催する高圧ガスの消費に関する講習会等に

積極的に参加すること。また、講習内容等の保安情報は、従業者に対し年に

１回以上、保安に関する教育を実施し、常に共有すること。 

（６）保安情報の周知及び助言への対応 

消費事業者は、供給事業者から提供される保安情報を従業員へ周知、徹底

する体制を整備するとともに、供給事業者からの助言について、必要な改善

を講ずるなど速やかに対応すること。 

また、提供を受けた周知文書や安全データシート等は保管し、適宜参照す

ること。 

（７）緊急時の連絡体制 

消費事業者は、危険時及び事故発生時（高圧ガス容器の盗難・喪失が発覚

した場合を含む）に高圧法第６３条に基づき宮崎県消防保安課又は警察官

へ速やかに通報を行うとともに、供給事業者へ連絡をすること。 

また、そのための連絡体制を整備し、連絡表を見やすい場所に掲示すると

ともに、従業者へ配布するなど、周知徹底すること。 

 

６ 関係機関がとるべき措置 

（１）講習会の開催 

高圧ガス容器の保安に関する講習会を積極的に開催すること。 

（２）放置容器等に関する対応 

関係機関は、相互に協力し、所有者が判明しない放置容器及び不明容器

（４．（７）の回収容器を含む）の回収・処理を適正に行うよう努めること。 

なお、放置場所等の状況より当該容器が遺失物の可能性がある場合は、警

察に相談すること。 

（３）保安情報の交換と指針の見直し 

宮崎県消防保安課及び関係機関は、容器の適正管理について少なくとも

１年ごとに協議をし、必要に応じて本指針を改正すること。 

 

 

附則 本指針は、平成３０年１月４日から施行する。 


